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※構成比は四捨五入の数値です。

新潟県内市町村の歳入・歳出状況（令和２年度普通会計決算）新潟県内市町村の歳入・歳出状況（令和5年度普通会計決算）

　

市町村名

新潟市

長岡市
三条市
柏崎市
新発田市
小千谷市
加茂市
十日町市
見附市
村上市
燕市
糸魚川市
妙高市
五泉市
上越市
阿賀野市
佐渡市
魚沼市
南魚沼市
胎内市
聖籠町
弥彦村
田上町
阿賀町
出雲崎町
湯沢町
津南町
刈羽村
関川村
粟島浦村
県　計

歳　　　入 歳　　　出
歳入合計
（A）

市町村税
（B）

地  方
交付税

国・県
支出金

市町
村債 その他 その他歳出合計 民生費 土木費 教育費 衛生費 公債費B/A

%%%%%

農林水
産業費

%%%% 百万円百万円百万円
  

% % %
440,273 135,601 30.8% 17.5% 25.3% 9.2% 17.2% 426,253 34.8% 1.6% 15.0% 16.4% 8.2% 11.7% 12.3%

143,494 38,250 26.7% 19.5% 22.4% 11.3% 20.1% 137,148 30.0% 2.5% 15.5% 10.0% 12.5% 11.0% 18.5%

55,275 13,259 24.0% 21.4% 18.5% 5.0% 31.1% 52,727 28.2% 2.0% 11.0% 9.8% 7.3% 12.7% 29.0%

50,830 15,023 29.6% 17.0% 25.8% 6.2% 21.4% 47,491 29.9% 4.9% 11.3% 13.7% 6.9% 9.9% 23.4%

49,685 11,762 23.7% 25.8% 23.3% 5.1% 22.1% 48,271 35.2% 5.1% 11.7% 10.4% 7.4% 9.5% 20.7%

22,828 4,953 21.7% 23.0% 21.0% 10.0% 24.3% 21,490 25.6% 3.7% 18.8% 12.5% 8.2% 8.2% 23.0%

13,800 2,667 19.3% 32.0% 19.4% 8.2% 21.1% 13,136 30.9% 2.1% 11.4% 15.9% 9.0% 7.0% 23.7%

37,235 6,053 16.3% 38.1% 21.0% 6.4% 18.2% 35,217 26.3% 5.1% 16.3% 9.9% 7.8% 14.3% 20.3%

19,176 4,869 25.4% 25.1% 26.8% 4.6% 18.1% 18,548 39.5% 2.6% 12.8% 8.4% 9.5% 9.4% 17.8%

43,399 6,519 15.0% 35.9% 19.9% 8.5% 20.7% 39,796 27.3% 7.3% 11.7% 8.6% 7.0% 9.2% 28.9%

46,809 11,203 23.9% 18.3% 17.6% 4.3% 35.9% 43,912 29.6% 2.4% 10.5% 10.8% 6.1% 10.2% 30.4%

29,144 7,628 26.2% 29.5% 16.5% 5.2% 22.6% 26,896 24.6% 5.3% 10.9% 9.2% 8.7% 16.8% 24.5%

24,501 4,964 20.3% 30.2% 19.4% 6.0% 24.1% 22,282 22.9% 4.4% 14.8% 14.4% 13.9% 8.1% 21.5%

23,829 5,221 21.9% 32.9% 21.2% 8.0% 16.0% 22,922 36.8% 4.2% 9.3% 8.7% 10.1% 11.0% 19.9%

108,050 31,953 29.6% 22.3% 20.8% 5.4% 21.9% 102,949 32.4% 5.0% 11.7% 9.4% 8.3% 12.9% 20.3%

24,671 4,957 20.1% 29.7% 22.2% 6.1% 21.9% 23,411 29.7% 4.7% 10.5% 9.6% 14.1% 9.1% 22.3%

51,030 5,031 9.9% 40.2% 17.2% 12.8% 19.9% 48,995 22.1% 6.5% 10.2% 9.6% 9.8% 11.8% 30.0%

35,115 4,201 12.0% 34.1% 13.7% 10.8% 29.4% 33,839 20.9% 4.9% 11.9% 8.6% 9.3% 10.4% 34.0%

42,144 7,407 17.6% 26.7% 15.5% 4.9% 35.3% 40,040 23.8% 3.9% 12.4% 10.3% 11.5% 9.5% 28.6%

20,559 3,811 18.5% 25.6% 17.8% 8.9% 29.2% 19,280 26.1% 5.9% 8.4% 12.0% 6.5% 10.6% 30.5%

9,153 4,400 48.1% 0.2% 17.7% 4.2% 29.8% 8,543 28.3% 4.7% 10.5% 17.9% 7.9% 4.3% 26.4%

6,014 928 15.4% 26.7% 17.0% 5.3% 35.6% 5,579 23.6% 3.8% 13.4% 7.2% 6.8% 7.1% 38.1%

5,152 1,100 21.4% 42.2% 14.8% 3.5% 18.1% 4,906 29.2% 4.7% 11.2% 9.7% 10.4% 9.2% 25.6%

14,349 1,395 9.7% 47.6% 14.8% 12.4% 15.5% 13,811 15.9% 4.3% 15.0% 5.8% 13.5% 12.8% 32.7%

3,848 432 11.2% 48.4% 20.5% 4.5% 15.4% 3,690 25.5% 7.6% 11.4% 9.8% 6.5% 11.0% 28.2%

9,469 3,710 39.2% 6.8% 13.1% 5.5% 35.4% 8,510 15.0% 1.7% 19.9% 7.7% 12.1% 5.3% 38.3%

8,371 1,122 13.4% 44.6% 15.6% 5.4% 21.0% 7,910 22.0% 13.9% 9.3% 10.8% 10.6% 9.1% 24.3%

7,425 3,197 43.1% 0.3% 24.8% 0.0% 31.8% 6,949 12.9% 10.0% 7.7% 17.1% 13.9% 0.0% 38.4%

7,355 647 8.8% 39.6% 26.9% 9.5% 15.2% 6,937 15.0% 6.1% 11.1% 4.9% 5.7% 9.0% 48.2%

1,789 41 2.3% 39.0% 22.1% 10.1% 26.5% 1,432 7.6% 9.6% 16.9% 6.9% 6.9% 6.5% 45.6%

1,354,772 342,304 25.3% 23.3% 21.8% 8.0% 21.6% 1,292,869 30.3% 3.5% 13.3% 12.3% 9.0% 11.1% 20.5%

税の意義や役割を理解しよう

「謙信公武道館」は、武道を通じた青少年の健全育成及び県民の健康保持増進を図
る県立基幹スポーツ施設として、令和元年 12月１日にオープンしました。
大道場、小道場、弓道場、相撲場を有する国際基準に適合した施設となって
おり、全国レベルの競技会等の開催も可能です。　

（写真提供：新潟県　観光文化スポーツ部　スポーツ課）

暮らしを
支える税
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歳入の内訳

歳出の内訳

国や県の財政の現状

〔円グラフを作成してみよう〕 

わたしたちのまちの予算を考えてみよう

まちの支出

　円

豆知識

豆知識

歳出

歳出

歳入

歳入

県税
2,911億円

23.0％

県税
2,911億円

23.0％

県民税
717億円

5.7％

県債費
2,805億円

22.2％

県債費
2,805億円

22.2％

歳出総額
1兆2,634

億円

歳入総額
1兆2,634

億円

その他
1,776億円

14.0％

その他
1,776億円

14.0％

教育費
1,644億円

13.0％

教育費
1,644億円

13.0％

福祉保健費
1,895億円

15.0％

福祉保健費
1,895億円

15.0％

産業費
1,633億円

12.9％

産業費
1,633億円

12.9％

土木費
1,221億円

9.7％

土木費
1,221億円

9.7％

農林水産業費
605億円

4.8％

警察費
539億円

4.3％

その他
3,521億円

27.9％

その他
3,521億円

27.9％

自主財源
6,432億円

50.9％

依存財源
6,202億円

49.1％

地方交付税
2,496億円

19.8％

地方交付税
2,496億円

19.8％

県債
1,896億円

15.0％

県債
1,896億円

15.0％

国庫支出金
1,307億円

10.3％

国庫支出金
1,307億円

10.3％

地方譲与税・その他
503億円

4.0％

総務費
364億円

2.9％

災害復旧費
101億円

0.8％

環境費
51億円
0.4％

自動車税
319億円

2.5％
地方消費税

807億円
6.4％

その他
327億円

2.6％

事業税
741億円

5.8％

一般会計
歳入総額

億円
115 1,978

所得税
22 兆 6,660 億円

19.7％

所得税
22 兆 6,660 億円

19.7％

法人税
19 兆 2,450 億円

16.7％

法人税
19 兆 2,450 億円

16.7％

消費税
24 兆 9,080 億円

21.6％

消費税
24 兆 9,080 億円

21.6％

租税及び印紙収入
77 兆 8,190 億円

67.6％

租税及び印紙収入
77 兆 8,190 億円

67.6％

その他
11 兆円
9.5％

その他
11 兆円
9.5％

その他収入
8 兆 7,318 億円 

7.6％

その他収入
8 兆 7,318 億円 

7.6％

公債金
6 兆 7,910 億円

5.9％

公債金
6 兆 7,910 億円

5.9％

公債金収入
28 兆 6,471 億円

24.9％

公債金収入
28 兆 6,471 億円

24.9％

特例公債金
21 兆 8,561 億円

19.0％

特例公債金
21 兆 8,561 億円

19.0％

115 1,978

一般会計
歳出総額

億円

国債費国債費

28 兆 2,179 億円
24.5％

28 兆 2,179 億円
24.5％

（国債を返したり利子を
 支払ったりするために）

（国債を返したり利子を
 支払ったりするために）

（教育や科学技術の発展のために）（教育や科学技術の発展のために）

（道路や住宅などの整備のために）（道路や住宅などの整備のために）
（国の防衛のために）（国の防衛のために）

社会保障関係費社会保障関係費
（私たちの健康や生活を守るために）（私たちの健康や生活を守るために）

38 兆 2,938 億円
33.2％

38 兆 2,938 億円
33.2％

（県や市町村の財政を
 調整するために）

（県や市町村の財政を
 調整するために）

地方交付税交付金等地方交付税交付金等

18 兆 8,728 億円
16.4％

18 兆 8,728 億円
16.4％

その他
9 兆 4,026 億円

8.2％

その他
9 兆 4,026 億円

8.2％

防衛関係費防衛関係費

8 兆 6,691 億円 7.5％8 兆 6,691 億円 7.5％
公共事業関係費公共事業関係費

6 兆 858 億円 5.3％6 兆 858 億円 5.3％

文教及び科学振興費文教及び科学振興費

5 兆 6,560 億円
4.9％
5 兆 6,560 億円
4.9％

　令和７年度の歳入は約115.2兆円です。
　この歳入の67.6％が租税及び印紙収入で
まかなわれていますが、残りのうち、約
28.6兆円（24.9％）は公債金収入に依存
しています。
　公債金となる国債は元本の返済や利子の
支払いなどの負担を将来の世代に残すこと
から、国債に依存するわが国の財政を改善
することが、大きな問題となっています。

　国の予算の使い方は国会で決められてい
ます。
　私たちが、より豊かで安心して生活でき
る社会となるような方面に、多く支出され
ています。
 「国債費」は、国債の元本の返済、利子の
支払いなどの費用であり、歳出のうち24.5％
と高い割合になっています。

【教育費】教育のために
【福祉保健費】健康や子育て、福祉のために
【産業費】商工業や観光など地域経済のために
【土木費】道路の整備や街づくりのために
【農林水産業費】農林漁業を助けるために
【警察費】安全な生活のために
【総務費】事務を総合的に運営するために
【災害復旧費】災害・復旧のために
【環境費】自然・環境の保全のために

【国からの補助金等】
　地方の歳入は、国からのお金にも支えられ
ています。
○地方交付税
　地方公共団体はそれぞれ、その地域の経済状況
や規模によって、地方税収など財政力に格差が生
じます。そこで、地域ごとの住民に対する公共
サービスに差が出ないように、国が各地方公共団
体の財政力を調整するために支出するものです。

○国庫支出金
　国と地方公共団体が協力して行う事業の財源に
充てるため、国が補助金・負担金として支出する
ものです。

○地方譲与税
　手続上、国の税金として納税されている税金で、
その全部又は一部が、地方公共団体に譲与される
ものです。これには、特別法人事業譲与税、地方
揮発油譲与税などがあります。

【公債金】
 「公債金」とは国や県が公債（国債・県債）を発行
して借り入れるお金のことです。
　将来、一定の利子を上乗せして国や県が買い取る
ことを約束したもので、歳入が不足するときなどに
発行されます。これは、国や県の借金であり、多く
なるほど将来の財政が行き詰ることになります。

【予算】
 １年間の収入（歳入）や支出（歳出）をあらかじ
め見積もって計算したものを「予算」といいます。
新しい年度が始まるまでに予算が決まらないときは、
「暫定予算」という一時的な仮の予算を作ります。
また、大きな災害が起きたり、社会経済の状況が変
わり、用意していた予算で足りなくなった場合には
「補正予算」というものを作ります。

国の財政（令和７年度当初予算）

新潟県の財政（令和７年度当初予算）
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歳入の内訳

歳出の内訳

国や県の財政の現状

〔円グラフを作成してみよう〕 

わたしたちのまちの予算を考えてみよう

まちの支出

　円

豆知識

豆知識

歳出

歳出

歳入

歳入

県税
2,911億円

23.0％

県税
2,911億円

23.0％

県民税
717億円

5.7％

県債費
2,805億円

22.2％

県債費
2,805億円

22.2％

歳出総額
1兆2,634

億円

歳入総額
1兆2,634

億円

その他
1,776億円

14.0％

その他
1,776億円

14.0％

教育費
1,644億円

13.0％

教育費
1,644億円

13.0％

福祉保健費
1,895億円

15.0％

福祉保健費
1,895億円

15.0％

産業費
1,633億円

12.9％

産業費
1,633億円

12.9％

土木費
1,221億円

9.7％

土木費
1,221億円

9.7％

農林水産業費
605億円

4.8％

警察費
539億円

4.3％

その他
3,521億円

27.9％

その他
3,521億円

27.9％

自主財源
6,432億円

50.9％

依存財源
6,202億円

49.1％

地方交付税
2,496億円

19.8％

地方交付税
2,496億円

19.8％

県債
1,896億円

15.0％

県債
1,896億円

15.0％

国庫支出金
1,307億円

10.3％

国庫支出金
1,307億円

10.3％

地方譲与税・その他
503億円

4.0％

総務費
364億円

2.9％

災害復旧費
101億円

0.8％
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新潟県の財政（令和７年度当初予算）



除雪

医療
介護

税のしくみや使いみちを知ろう 
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公立学校の児童・生徒一人あたりの年間教育費

国や地方公共団体では、わたしたちが健康で文化的な生活を送るために、個人ではできない
さまざまな仕事を行います。これらの仕事をするためには多くの費用（財源）が必要であり、
そのためにみなさんから「税金」という形で負担してもらっています。

税
国

税
方
地

学校の校舎等にかかる費用

小学生
約 941,000 円

（　　　　　　　 ）1か月あたり
約 78,400円 （　　　　　　　 ）1か月あたり（　　　　　　　 ）1か月あたり

約90,500円 約 93,900円

（　　　　　　　 ）1日あたり
約 5,430円

中学生
約1,086,000円

高校生
約1,127,000円

※ １日あたりの金額は年間登校日数を年間 200 日として計算しています。

校舎

体育館 プール

（令和4年度）
○
○
○
○
会
社

会社などで働いている人は、給
料から差し引かれます。差し引
かれた税金は会社などがまとめ
て納めます。
農業をしている人や商売をして
いる人は、１年に１度自分の税
金の額を計算して納めます。

会社も税金の額を
計算して納めます。

車を所有している人が納めます。

土地や建物を所
有している人が
納めます。

税金を負担する人が直接国や地方公共
団体に納める税金  

実質的に税金を負担する人とそれ
を納める人が異なる税金

温泉に入ったときに支払った入湯税は
施設がまとめて納めます。

土地や家を買った人が納めます。

消費税10％のうち、7.8％分が国税、
2.2％分は地方消費税として納めます。

買い物をしたときに支払った消費税は、お
店などがまとめて納めます。

●たばこ税

●県民税
●事業税 ●県たばこ税

市町村税

県税

●市町村民税

直接税 間接税

●市町村たばこ税

所得税

法人税

自動車税
（種別割）

地方消費税

固定資産税

消費税

●揮発油税

株式会社××

1年間に国に
納められる税金

約77兆8,190億円
（令和7年度一般会計・当初予算）

税務署（国税）

1年間に県に
納められる税金

約2,911億円
（令和7年度一般会計・当初予算）

新潟県（県税）

1年間に各市町村に
納められる税金

約3,464億円
（令和7年度一般会計・当初予算）

県内の各市町村
（市町村税）

　国民すべてが平等に教育を受けられるように、教育費には多くの
税金が使われています。皆さんが学校で使っている教科書や机、い
すの購入、校舎の建設や修理も、多くの人が納めた税金によりまか
なわれています。
　国では年間約5兆6,560億円が、新潟県では年間約1,644億円が
使われています。

　新潟県内は豪雪地帯が多く、新潟県が管理
する道路の除雪に使われる税金は、1年間で約
133億円（令和7年度当初予算）です。こうし
た費用は雪国ならではの支出と言えます。

　わたしたちが健康な生活を送るための
健康診断や予防接種、高齢者が安心して
豊かに暮らせるための施設やサービスな
どの事業に係る費用にも、税金が使われ
ています。

教育

提供：新潟県南魚沼地域振興局

入湯税

不動産取得税

校舎や体育施設の建設の
ための費用として1年間に
736億円が使われます。
（令和 7年度予算）

義務教育諸学校の児童生徒が
使用する教科書を無償配布す
るための費用として1年間に
472億円が使われます。
（令和 7年度予算）

提供　新潟県病院局

提供　新潟県福祉保健部

医療費に使われる税金
国民１人あたり（１年間）

約 141,530円
（令和４年度）
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5

身近な税の使いみち

新エネルギー対策
（太陽光発電など）

　新潟県では、新エネルギーの導入促進の
ため、冷暖房設備や太陽光発電装置を設置
し、自然環境に配慮した再生可能なエネル
ギーを積極的に導入しています。

平成28（2016）年12月22日に糸魚川市駅北大火が発
生しました。

当日は、台風並みの強風が一日中吹いていたために火
災が広がり、147棟に及ぶ建物が全焼するなどの被害を
受けました。

復興への第一歩となるがれきの撤去や被災した人たち
の住宅や店舗の再建、災害に強いまちづくりや古くから
受け継がれてきた糸魚川らしいまちなみの再生に対し
て、多くの税金が活用されています。

災害から
　　の復興

庁舎内の雪冷房
設備として活用
しています

災害直後 提供：糸魚川市 3年半後

▲ 新潟県南魚沼地域振興局

雪室に雪を保管

▼ 太陽光発電設備

6

　私たちが快適に暮らせるよう、ごみの
収集や処理にも税金が使われています。

　新潟県では、救命救急センターに救急搬送されるま
でに60分以上を要する地域が存在するため、ドクター
ヘリが導入されています。
　救急現場への到着までの時間が短縮され、いち早く
初期治療を開始することが可能となります。
　また、搬送時間も短縮され、救命率の向上や後遺症
の軽減が期待されます。
　こうした費用にも税金が使われています。

　新潟県の海岸線の長さは、634.9㎞あり、冬になると海か
ら陸の方向に強風が吹き、多くのごみが海岸に流れ着きま
す。このため、県や市町村が重機などを用いて流木やプラス
チック類を回収・処理するほか、ボランティアの皆さんによ
る海岸清掃が行われています。

　ドクターへリとは、救急医療を専門とする医師
と看護師が搭乗し、出動要請から５分以内に出動
が可能な救命救急に必要な資機材を装備した救急
専用ヘリコプターです。新潟県内に２機配備され
ています。

▲ ボランティアによる清掃活動

▼ 日本海に漂着したたくさんのごみ

ごみの処理

地域医療
　　の充実

ごみ収集車 

ごみ処理費用にかかる税金
国民１人あたり（１年間）

約 20,900 円
（令和５年度）
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チック類を回収・処理するほか、ボランティアの皆さんによ
る海岸清掃が行われています。

　ドクターへリとは、救急医療を専門とする医師
と看護師が搭乗し、出動要請から５分以内に出動
が可能な救命救急に必要な資機材を装備した救急
専用ヘリコプターです。新潟県内に２機配備され
ています。

▲ ボランティアによる清掃活動

▼ 日本海に漂着したたくさんのごみ

ごみの処理

地域医療
　　の充実

ごみ収集車 

ごみ処理費用にかかる税金
国民１人あたり（１年間）

約 20,900 円
（令和５年度）



税
納

　累進課税制度は、所得が多いほどより税率が高くなる税金のしくみで、
日本では、所得税のほか相続税や贈与税もこのしくみです。この制度は、
支払い能力に応じて税金を負担してもらおうとするものです。
　このほかに、消費税のように税率が一定の税金もあります。

同じ家族構成でも、年収
500万円の場合の税額は
4.8万円ですが、年収が2,000
万円になると、税額は341.5
万円で約71倍になります。

例えば、夫婦と子ども 2人（うち１人は 16 歳：１人は 20 歳）の
勤め人の所得税（令和 3年分、復興特別所得税を含む）は…

Ａさん  年　収　　　500万円
　　　  所得税　　4.8万円
Ｂさん  年　収　　　　　　　   　2,000万円
　　　  所得税　　 341.5万円

◆国民主権のもとでの税
　税は、国や地方公共団体が公共サービスを行うのに必要な
費用をまかなうために、国民に負担を求めるものです。
民主主義国家である日本では、これらの税に関する法律は

国会によって定められます。つまり、税は国民の代表である
国会議員により国会でのみ決定されるのです。
これが税についての民主主義の基本原則です。
地方公共団体の税金である地方税についても同様です。

地方税法という法律や、地方公共団体の議会が定める条例で、
そのしくみが決められています。

公共サービス・公共施設を提供する
　財政とは国や地方公共団体の経済活動のことで、そのため
に必要なお金は税金として集められています。私たちが納め
る税金は、公共サービスや公共施設に形を変えて、生活の
様々な場面で役立っています。

所得の不均衡をなおす
　日本の所得税などでは、所得が多くなるほど税負担が大き
くなる累進課税制度が採られています。また、歳出面では社
会保障の支出を通じて、所得の少ない人の生活を助けてい
ます。このように、財政には国民間の所得の開きを縮める働
きがあります。

日本国憲法第84条
「新たに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、
法律又は法律の定める条件によることを必要とする。」

◆国民の義務
　税は、国を維持し、発展させていくために欠かせないもの
ですから、憲法でも、税を納めること（納税）を国民の義務と
定めています。
　この納税の義務は、勤労の義務、普通教育を受けさせる義
務と並んで国民の三大義務の１つとされています。

日本国憲法第30条
「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ（負う）。」

教育 勤労 納税

景気を調整する
　会社や個人の所得が増える好景気のときには、税負担が増
えて、景気の過熱にブレーキをかけます。
　不景気のときには、税負担が減って、景気の落ち込みをゆ
るめます。また、歳出面では、公共事業を増やすなどして景気
を良くすることもできます。

累 進 課 税 制 度

議会の様子（提供：衆議院）

“公平 ”  に負担するってどういうこと？

税に関する法律や
税の使いみちについて
話し合っているんだよね。

国民として税金について
考えないと。

　友だち３人で食事に行きました。みんなでいろいろな料理を分け合っ
て食べたとき、支払いはどうしますか。
①３人で均等に割って支払う。
②たくさん食べた人は多く、少ししか食べ
　　ていない人は少なく支払う。
③お小遣いをたくさん持っている人は多く、
　　あまり持っていない人は少なく支払う。
　どの方法でも“ 公平”のようですが、１つの方法では完全な“ 公平”には
なりません。税負担の“ 公平”を確保するために、税の性格に応じた適
切な課税方法を採用して、所得課税、消費課税、資産課税等をバランス
よく組み合わせるという工夫が行われています。

景気が悪いとき

景気が良いとき
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収入が減る

税の負担が
減る

7

国民の義務としての納税 財政の役割国民の義務としての納税 財政の役割
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※社会保障給付費とは、公的な社会保障制度の給付総額を示すものである。
（令和22年度）

◆少子高齢社会の到来
　日本人の平均寿命は、40年の間に10歳も延び、現在、男性が約81歳、女性が約87歳に達して
います。このような急速な寿命の伸びが、社会の高齢化を進めているわけです。一方、将来の働
き手となる子どもの出生率は急激に下がっています。このように高齢者が増え、反面、年少者が
減るという現象は、将来の社会に大きな問題を投げかけています（少子高齢社会）。

これからの社会と税これからの社会と税

◆社会保障の充実と税負担

◆消費税率の引き上げと使いみち
少子高齢化が進んでも、世代を問わず一人ひとり
が安心して暮らせる社会を実現するために、消費税
率の引き上げで得られた財源で、全世代を対象とす
る社会保障の充実をはかります。
消費税率の引き上げにより、社会保障の安定財源
が確保されます。
これによって将来世代への負担の先送りを減ら

し、ひいては社会保障制度の持続可能性を高めるこ
とにつながります。

　少子高齢社会の問題の１つは社会保障の費用が増
えていくことであり、もう１つはその費用を負担する
働き手が減っていくことです。
　高齢者の急増にともない、年金や医療、介護など
の社会保障費が増加することが予想されます。
　しかし、その費用を負担する働き手が減っていく
と、一人ひとりの負担が重くなります。老後の安定し
た生活や健康で文化的な社会を実現するためには、
大きな費用を必要としますが、その財源の中心は税
金なのです。
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（昭和40） （昭和50） （昭和60） （平成7） （平成29年度）
1965 1975 1985 1995 2017年度

※社会保障給付費とは、公的な社会保障制度の給付総額を示すものである。

福祉・その他
26.0兆円

年金
54.8兆円

医療
39.4兆円

120.2兆円

（令和22年度）

1.3人

 2050年

1.9人

 2020年

5.1人

 1990年

20～64歳人口の65歳以上人口に対する比率
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社会保障の財源を
調達する手段として
ふさわしい税金です。

●景気や人口構成の変化に左右されにくく、税収が安定している
●働く世代など特定の人に負担が集中することなく、経済活動に中立的
●高い財源調達力がある

なぜ、消費税なの？

8

ー

-・

0

20

10

30

50

70

90

40

60

80

100

110

120

130

140
（兆円）

1965
（昭和40）

1975
（昭和50）

1985
（昭和60）

1995
（平成7）

2022年度
（令和４年度）

2012
（平成24）

福祉・その他福祉・その他

年金

医療

137.8兆円137.8兆円

33.333.3

55.855.8

48.748.7



税
納

　累進課税制度は、所得が多いほどより税率が高くなる税金のしくみで、
日本では、所得税のほか相続税や贈与税もこのしくみです。この制度は、
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500万円の場合の税額は
4.8万円ですが、年収が2,000
万円になると、税額は341.5
万円で約71倍になります。

例えば、夫婦と子ども 2人（うち１人は 16 歳：１人は 20 歳）の
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Ａさん  年　収　　　500万円
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　税は、国や地方公共団体が公共サービスを行うのに必要な
費用をまかなうために、国民に負担を求めるものです。
民主主義国家である日本では、これらの税に関する法律は

国会によって定められます。つまり、税は国民の代表である
国会議員により国会でのみ決定されるのです。
これが税についての民主主義の基本原則です。
地方公共団体の税金である地方税についても同様です。

地方税法という法律や、地方公共団体の議会が定める条例で、
そのしくみが決められています。
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　財政とは国や地方公共団体の経済活動のことで、そのため
に必要なお金は税金として集められています。私たちが納め
る税金は、公共サービスや公共施設に形を変えて、生活の
様々な場面で役立っています。

所得の不均衡をなおす
　日本の所得税などでは、所得が多くなるほど税負担が大き
くなる累進課税制度が採られています。また、歳出面では社
会保障の支出を通じて、所得の少ない人の生活を助けてい
ます。このように、財政には国民間の所得の開きを縮める働
きがあります。

日本国憲法第84条
「新たに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、
法律又は法律の定める条件によることを必要とする。」

◆国民の義務
　税は、国を維持し、発展させていくために欠かせないもの
ですから、憲法でも、税を納めること（納税）を国民の義務と
定めています。
　この納税の義務は、勤労の義務、普通教育を受けさせる義
務と並んで国民の三大義務の１つとされています。

日本国憲法第30条
「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ（負う）。」

教育 勤労 納税

景気を調整する
　会社や個人の所得が増える好景気のときには、税負担が増
えて、景気の過熱にブレーキをかけます。
　不景気のときには、税負担が減って、景気の落ち込みをゆ
るめます。また、歳出面では、公共事業を増やすなどして景気
を良くすることもできます。
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税に関する法律や
税の使いみちについて
話し合っているんだよね。

国民として税金について
考えないと。

　友だち３人で食事に行きました。みんなでいろいろな料理を分け合っ
て食べたとき、支払いはどうしますか。
①３人で均等に割って支払う。
②たくさん食べた人は多く、少ししか食べ
　　ていない人は少なく支払う。
③お小遣いをたくさん持っている人は多く、
　　あまり持っていない人は少なく支払う。
　どの方法でも“ 公平”のようですが、１つの方法では完全な“ 公平”には
なりません。税負担の“ 公平”を確保するために、税の性格に応じた適
切な課税方法を採用して、所得課税、消費課税、資産課税等をバランス
よく組み合わせるという工夫が行われています。
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※社会保障給付費とは、公的な社会保障制度の給付総額を示すものである。
（令和22年度）

◆少子高齢社会の到来
　日本人の平均寿命は、40年の間に10歳も延び、現在、男性が約81歳、女性が約87歳に達して
います。このような急速な寿命の伸びが、社会の高齢化を進めているわけです。一方、将来の働
き手となる子どもの出生率は急激に下がっています。このように高齢者が増え、反面、年少者が
減るという現象は、将来の社会に大きな問題を投げかけています（少子高齢社会）。

これからの社会と税これからの社会と税

◆社会保障の充実と税負担

◆消費税率の引き上げと使いみち
少子高齢化が進んでも、世代を問わず一人ひとり
が安心して暮らせる社会を実現するために、消費税
率の引き上げで得られた財源で、全世代を対象とす
る社会保障の充実をはかります。
消費税率の引き上げにより、社会保障の安定財源
が確保されます。
これによって将来世代への負担の先送りを減ら
し、ひいては社会保障制度の持続可能性を高めるこ
とにつながります。

　少子高齢社会の問題の１つは社会保障の費用が増
えていくことであり、もう１つはその費用を負担する
働き手が減っていくことです。
　高齢者の急増にともない、年金や医療、介護など
の社会保障費が増加することが予想されます。
　しかし、その費用を負担する働き手が減っていく
と、一人ひとりの負担が重くなります。老後の安定し
た生活や健康で文化的な社会を実現するためには、
大きな費用を必要としますが、その財源の中心は税
金なのです。
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※社会保障給付費とは、公的な社会保障制度の給付総額を示すものである。
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社会保障の財源を
調達する手段として
ふさわしい税金です。

●景気や人口構成の変化に左右されにくく、税収が安定している
●働く世代など特定の人に負担が集中することなく、経済活動に中立的
●高い財源調達力がある

なぜ、消費税なの？
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33.333.3
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３世紀ごろ、魏志倭人伝に日本の
税に関する最初の記録があり、邪馬
台国では、税
が納められて
いたと記載さ
れています。

1 弥生時代 税のはじまり

地頭に税の徴収権が与えられ、や
がて守護もこれを行うようになりま
した。また、
座（協同組合）
が作られ生産、
販売を独占す
る代わりに、
座役という税
を納めました。

4 鎌倉・室町時代

明治政府は、歳入の安定化を図る
ため、租税制度の改革に着手し、明
治６年には、地租改
正を実施しました。
明治 20 年には、
所得税が導入され、
所得金額 300 円以
上の所得者が課税
されました。

7 明治時代

経済社会の変貌に対応して所得、消費、資産の間
で均衡のとれた、将来にわたって安定的な税制を確
立するために、平成元年には所得税の減税や消費税
の導入を骨子とする税制の抜本改革が行われました。
国民1人ひとりに12ケタの番号（マイナンバー）
が付番され、社会保障や税金の制度について、平
成28 年1月から利用が開始されました。

10 現代（平成から令和へ）

大化の改新では、新しい租税制度
を含む政治の方向が示され、後の
大宝律令では、班田収授の法により、
農民に田を与
える代わりに
租・ 調・ 庸・
雑徭等という
税が課税され
ました。

2 飛鳥・奈良時代

天下統一を行った豊臣秀吉は、全
国の土地調査・太閤検地を行い、農
地の面積だけ
でなく、土地
の良し悪しや
農地の収穫高
などを調べて
年貢をかけま
した。

5 安土桃山時代

戦費調達などのため、増税が行わ
れ、明治の後期には登録税、麦酒税、
通行税、相続
税などが、大
正時代には清
涼飲料税、営
業収益税など
の、新税が創
設されました。

8 大正時代

班田収授の法が崩れ、荘園が各地
にできました。民には領主から年貢、
公事、夫役が課税されました。

3 平安時代

税は田畑に課税される本途物成
（年貢）が中心でした。また、町人には、
清酒や醤油の製造、牛馬の売買など
に免許料や営
業税のような
運上・冥加な
どが課税され
ました。

6 江戸時代

昭和15 年には勤労所得に源泉徴
収制度が採用されました。
昭和 21年、新憲法が公布され、

教育、勤労に並ぶ三大義務の一つ
として納税の義務が定められました。
また、租税をかける場合は、法律に
よらなければならないとする、租税
法律主義が規定されました。
昭和 22年には、納税者が自主的
に自分の税額を計算して納税する申
告納税制度が導入されました。昭和
25 年、シャウプ勧告に基づく税制
改革が行われました。この改革では、
所得税を中心とした公平な税制の確
立が図られ、さらに法人や個人が記
帳を基に申
告する青色
申告制度も
導入されま
した。

9 昭和時代

所
得
税

雑
徭

庸
調

租

源泉票

給料

税の歴史　～昔の税はどうなっていたの？～

ま め
知 識 「隠れて耕作していた田が見つかって、ごまかしていた分の年貢を納めなければならなくなった」

ということを語源としています。

年貢の納め時 とは…
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教育、勤労に並ぶ三大義務の一つ
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改革が行われました。この改革では、
所得税を中心とした公平な税制の確
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告する青色
申告制度も
導入されま
した。

9 昭和時代

所
得
税

雑
徭

庸
調

租

源泉票

給料
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公平 な負担を考えてみよう
　みなさんは（　　　　　　　　　）タウンの住民です。このまちでは、家が６軒あ
り、まちの真ん中をまちが管理する川が流れています。行き来するには、渡し船を使っ
ていますが、雨で増水した時は運航できず不便でした。今回、住民のみなさんの希望
により橋を建設することになりました。建設する費用は 1,800 万円かかります。
　この費用はどのようにして集めたらいいでしょうか。

グループで考えてみよう

まとめ

　 家族人数 各家の所得 橋の使用回数
A　家 2 人 　400 万円 月 20 回

B　家 4 人 　700 万円 月 50 回

C　家 3 人 1,000 万円 月 10 回

D　家 6 人 　600 万円 月 ０ 回

E　家 8 人 　800 万円 月 30 回

F　家 1 人 　100 万円 月 60 回

A　家 万円 D　家  万円
B　家 万円 Ｅ　家 万円
C　家 万円 Ｆ　家 万円

考え方のポイント
・�各家の所得や家族構成が違った
らどうだろう？
・�橋を使わない人がいたらどうだ
ろう？
・他の集め方はあるだろうか？

●集め方

●金額

●学習を通じた感じたこと
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※構成比は四捨五入の数値です。

新潟県内市町村の歳入・歳出状況（令和２年度普通会計決算）新潟県内市町村の歳入・歳出状況（令和5年度普通会計決算）

　

市町村名

新潟市

長岡市
三条市
柏崎市
新発田市
小千谷市
加茂市
十日町市
見附市
村上市
燕市
糸魚川市
妙高市
五泉市
上越市
阿賀野市
佐渡市
魚沼市
南魚沼市
胎内市
聖籠町
弥彦村
田上町
阿賀町
出雲崎町
湯沢町
津南町
刈羽村
関川村
粟島浦村
県　計

歳　　　入 歳　　　出
歳入合計
（A）

市町村税
（B）

地  方
交付税

国・県
支出金

市町
村債 その他 その他歳出合計 民生費 土木費 教育費 衛生費 公債費B/A

%%%%%

農林水
産業費

%%%% 百万円百万円百万円
  

% % %
440,273 135,601 30.8% 17.5% 25.3% 9.2% 17.2% 426,253 34.8% 1.6% 15.0% 16.4% 8.2% 11.7% 12.3%

143,494 38,250 26.7% 19.5% 22.4% 11.3% 20.1% 137,148 30.0% 2.5% 15.5% 10.0% 12.5% 11.0% 18.5%

55,275 13,259 24.0% 21.4% 18.5% 5.0% 31.1% 52,727 28.2% 2.0% 11.0% 9.8% 7.3% 12.7% 29.0%

50,830 15,023 29.6% 17.0% 25.8% 6.2% 21.4% 47,491 29.9% 4.9% 11.3% 13.7% 6.9% 9.9% 23.4%

49,685 11,762 23.7% 25.8% 23.3% 5.1% 22.1% 48,271 35.2% 5.1% 11.7% 10.4% 7.4% 9.5% 20.7%

22,828 4,953 21.7% 23.0% 21.0% 10.0% 24.3% 21,490 25.6% 3.7% 18.8% 12.5% 8.2% 8.2% 23.0%

13,800 2,667 19.3% 32.0% 19.4% 8.2% 21.1% 13,136 30.9% 2.1% 11.4% 15.9% 9.0% 7.0% 23.7%

37,235 6,053 16.3% 38.1% 21.0% 6.4% 18.2% 35,217 26.3% 5.1% 16.3% 9.9% 7.8% 14.3% 20.3%

19,176 4,869 25.4% 25.1% 26.8% 4.6% 18.1% 18,548 39.5% 2.6% 12.8% 8.4% 9.5% 9.4% 17.8%

43,399 6,519 15.0% 35.9% 19.9% 8.5% 20.7% 39,796 27.3% 7.3% 11.7% 8.6% 7.0% 9.2% 28.9%

46,809 11,203 23.9% 18.3% 17.6% 4.3% 35.9% 43,912 29.6% 2.4% 10.5% 10.8% 6.1% 10.2% 30.4%

29,144 7,628 26.2% 29.5% 16.5% 5.2% 22.6% 26,896 24.6% 5.3% 10.9% 9.2% 8.7% 16.8% 24.5%

24,501 4,964 20.3% 30.2% 19.4% 6.0% 24.1% 22,282 22.9% 4.4% 14.8% 14.4% 13.9% 8.1% 21.5%

23,829 5,221 21.9% 32.9% 21.2% 8.0% 16.0% 22,922 36.8% 4.2% 9.3% 8.7% 10.1% 11.0% 19.9%

108,050 31,953 29.6% 22.3% 20.8% 5.4% 21.9% 102,949 32.4% 5.0% 11.7% 9.4% 8.3% 12.9% 20.3%

24,671 4,957 20.1% 29.7% 22.2% 6.1% 21.9% 23,411 29.7% 4.7% 10.5% 9.6% 14.1% 9.1% 22.3%

51,030 5,031 9.9% 40.2% 17.2% 12.8% 19.9% 48,995 22.1% 6.5% 10.2% 9.6% 9.8% 11.8% 30.0%

35,115 4,201 12.0% 34.1% 13.7% 10.8% 29.4% 33,839 20.9% 4.9% 11.9% 8.6% 9.3% 10.4% 34.0%

42,144 7,407 17.6% 26.7% 15.5% 4.9% 35.3% 40,040 23.8% 3.9% 12.4% 10.3% 11.5% 9.5% 28.6%

20,559 3,811 18.5% 25.6% 17.8% 8.9% 29.2% 19,280 26.1% 5.9% 8.4% 12.0% 6.5% 10.6% 30.5%

9,153 4,400 48.1% 0.2% 17.7% 4.2% 29.8% 8,543 28.3% 4.7% 10.5% 17.9% 7.9% 4.3% 26.4%

6,014 928 15.4% 26.7% 17.0% 5.3% 35.6% 5,579 23.6% 3.8% 13.4% 7.2% 6.8% 7.1% 38.1%

5,152 1,100 21.4% 42.2% 14.8% 3.5% 18.1% 4,906 29.2% 4.7% 11.2% 9.7% 10.4% 9.2% 25.6%

14,349 1,395 9.7% 47.6% 14.8% 12.4% 15.5% 13,811 15.9% 4.3% 15.0% 5.8% 13.5% 12.8% 32.7%

3,848 432 11.2% 48.4% 20.5% 4.5% 15.4% 3,690 25.5% 7.6% 11.4% 9.8% 6.5% 11.0% 28.2%

9,469 3,710 39.2% 6.8% 13.1% 5.5% 35.4% 8,510 15.0% 1.7% 19.9% 7.7% 12.1% 5.3% 38.3%

8,371 1,122 13.4% 44.6% 15.6% 5.4% 21.0% 7,910 22.0% 13.9% 9.3% 10.8% 10.6% 9.1% 24.3%

7,425 3,197 43.1% 0.3% 24.8% 0.0% 31.8% 6,949 12.9% 10.0% 7.7% 17.1% 13.9% 0.0% 38.4%

7,355 647 8.8% 39.6% 26.9% 9.5% 15.2% 6,937 15.0% 6.1% 11.1% 4.9% 5.7% 9.0% 48.2%

1,789 41 2.3% 39.0% 22.1% 10.1% 26.5% 1,432 7.6% 9.6% 16.9% 6.9% 6.9% 6.5% 45.6%

1,354,772 342,304 25.3% 23.3% 21.8% 8.0% 21.6% 1,292,869 30.3% 3.5% 13.3% 12.3% 9.0% 11.1% 20.5%


